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はじめに 
 
                               宮崎 隆次 
 
 「現代日本の政策の革新と政治の革新」を主題とする本プロジェクトが発足したのは、
2010 年 4 月であり、その 5 年前、2005 年 9 月の衆院議員選挙、いわゆる「小泉劇場」がな
お記憶に新しく、鳩山由紀夫内閣のさまざまな失敗により醒めかけていたとはいえ、7 ヶ
月前の 2009 年 8 月総選挙による本格的政権交代の興奮がまだ残っていた頃でもあった。そ
のような背景もあり、当時の日本政治研究は制度論からのアプローチが多数に上った。つ
まり、1994 年の選挙制度改正（衆院選挙に小選挙区選出 300 人、11 ブロックからの比例区
選出 200 人の並立制導入）や第 2 次橋本龍太郞内閣による行政改革（中央省庁再編成、内
閣機能強化など）が強い官邸、強い首相を生み出し、小泉純一郎内閣がその一つの到達点
である。小選挙区中心の選挙制度は二大政党化をもたらし、政権交代がしやすくなった、
といった類いの議論である。強い首相論では、清水真人『官邸主導』や竹中治堅『首相支
配』がその代表的なものといえよう。前者ではまだ小泉の「首相官邸主導」の「個人商店」
的体質の残存が指摘されていたが、後者に至っては「小泉が強いのではない」という帯の
標語や、「2001 年体制の成立」という認識で明らかなように、その後も強い首相の支配の
継続が想定されていた。 
 それらの議論を集大成し、2003 年 11 月衆院総選挙における野党＝民主党（代表：菅直
人）のマニフェスト戦術や二大政党化の傾向（と思われたもの）を加味して、これまでの
日本政治を解剖・批判し、将来の望ましい政治の姿を展望したのが飯尾潤『日本の統治構
造』であった。飯尾は、’90 年代以降、小選挙区制が定着して二大政党化が進み、マニフェス
ト・ブームによって政権選択と政策選択が結びついた。また、首相が党首として政権党を、内閣総
理大臣として政府を支配するという、望ましい方向に向かったと述べ、’05 年小泉改革によって日
本の議院内閣制は新たな段階に入ったと評価した。そして、衆院総選挙で有権者が政党、首相
候補、政策を三点セットで選択できる政治体制を作るべきである、と主張したのである。 
 小泉後 4 年間の政治過程を観察して、われわれは小選挙区制や行政改革が当然に強い首
相と首相支配をもたらすといった神話は、もはや信じていなかった。しかし、長期的な目
標としてのイギリス型議院内閣制（強い首相、二大政党制、アジェンダ型議会）は、他の
選択肢（多党制、連合政権、変換型議会）も捨てがたいにせよ、一つの目標となり得ると
考えられた。そのような観点から小泉政治、特に郵政民営化を振り返った時、われわれは
それを新自由主義に基づく「政策の革新」と位置づけて良いのではないかと考えた。Kingdon
によれば、政策の過程には①問題②政策代替案③政治という三つの、相互に関連してはい
るが別々の流れがあり、それらが合流した比較的短い期間にのみ「政策の窓」が開くとい
う。つまり、問題が認識され、解決案が準備されており、政治情勢も変化の機が熟し行動
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を妨げる制約がない（この順番で起こるとは限らないのだが）時期が生じた時、「政策の
窓」は開放される。窓が開いている時間は長くはなく、開いたことを知覚して自らの政策
を推し進めようとする人々が「政策企業家」である。彼らは三つの流れの結合に主体的な
役割を果たす、というのである。 
 もちろん個々の政策決定が、すべてそのような「政策の窓」の開放を必要とするわけで
はない。環境条件の変化は、旧来の制度に従って政治過程に投入され、政策の継続ないし
微修正がなされる。これは定常的な変化 homeostasis である。しかし、政策の中には歴史の
とまでは言わないが、政治の大きな転換点になるグランド・イシューgrand issue がある。
それは、関連する他の諸政策の突破口となる、あるいは、それがこれまでに達成した諸政
策の集大成となるという意味で、政策体系の核心となる部分である。その実現のためには
「政策の窓」の開放が必要で、「政策企業家」の存在も不可欠である。実際、小泉は郵政
民営化を「改革の本丸」と位置づけており、'78 年頃から民営化を持論としていたと称する
小泉は、「政策企業家」そのもののように思われた。そして、郵政民営化が他の政策分野
にも新自由主義的政策を「波及」させるとすれば、それは間違いなく「政策の革新」と位
置づけられると考えられたのである。 
 一方、政治の革新とはイタリアの政治学者ファルネーティの提唱によるもので、政治の
世界を国家機構、政治社会、市民社会の三層に分け、その分業と均衡の維持が政治システ
ムにとって肝要とする考え方に基づく。政治システムは、合意の危機、権力の危機、正統
性の危機によって新たな政治周期に入るが、危機に際して政治の革新が行われるか否か、
どのような革新が行われるかにより、その後の政治展開が決まってくるという。ここで政
治の革新とは、「規範的・イデオロギー的発明」と政治の闘技場で活動する「特定の勢力」
とを結びつけ、「ある政治集団が支持と正統性を一時的に独占することを保障する」もの
と定義される。このように言うと、政治の革新は権力の独占（例えば五五年体制型の自民
党一党優位）と同義に思えるかもしれないが、必ずしもそうではない。新自由主義の新機
軸が小泉＝自民党と結びつき、それが真の政治的革新で国民一般に受容される（「拡散」）
とすれば、自民党の敵対者は旧来型の政策を提唱し続けても十分な支持は得られないであ
ろう。となれば敵対者は、市場主義を前提としながら教育や安全ネットにより配慮した政
策を打ち出すといった第三の道を選択するしかない。サッチャーリズムに対するブレア＝
労働党の路線である。ここに、同じ新自由主義の周期の中で、小さい政府と少し大きな政
府との対立が生ずることになり、政権交代もあり得るであろう。その政権交代が飯尾の言
うように、有権者による政党、首相候補、政策という三点セットの選択によってなされるとすれ
ば、日本の政治は形式面においても一つデモクラシーの階梯を登ったことになる。しかし、小泉以
降の首相の一年交替（「回転ドア」）状況をみれば、政治の革新は当分実現しそうもない、というの
がわれわれの見立てであった。 
 プロジェクト・メンバーの大学院生周宇嬌が、小泉政権とその後の日本政治に主たる関心を持
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っていたことから、われわれはまず小泉内閣以降の日本政治の現実を追求し、現実がどうして
飯尾の主張する理想像から乖離したのかを検討することにした。政治主体が、飯尾が指摘
する新しい改革課題の克服に失敗したためか、既存の課題に関し飯尾の期待に反する行動
を取ったためか、飯尾が予期していなかった要因が出現したためか、等を明らかにしよう
というわけである。その成果の一つが、周による 2011 年の書評的論説「小泉内閣後の日本
政治を考える――飯尾潤『日本の統治構造』中公新書 2007 を手がかりにして―」であっ
た。周は、飯尾の著書を忠実に紹介した後、日本政治の現実が飯尾の理想と乖離した点を
次々に指摘した。第一は有権者の選択の対象たるマニフェストであるが、自民党の場合、
もともと総裁選における政権公約が曖昧であるのに加え、安部・福田・麻生という首相の
交代により変更を受けた。一方、民主党は 2009 年総選挙で詳細なマニフェストを掲げ、予
算額と工程表も明示したが、財源の根拠がなく実行できないままである。周はそれらの原
因として、各党にマニフェストを作成する仕組みも、その実現可能性をチェックする仕組
みも整っていないことを指摘した。 
 第二に、これも有権者の選択の対象たる政党であるが、2009 年衆院選後の日本政治は、
二大政党化どころか小党乱立の状を呈した。その原因として周は、自民・民主両党内にお
ける政策的な幅の大きさと、地方組織の脆弱性を指摘した。前者の故に、挙党的なマニフ
ェストの作成は困難であり、当面の目標は党首選に勝利した者の「目玉政策」の実現とな
って、政策反対者は不満を持つことになる。後者は議員各々の個人後援会の強固さと結び
ついているが、強い後援会を持つ議員は党の公認に頼らなくとも当選しうるため、不満な
政策を掲げる党首に対しては脱党してでも抵抗することになる。なお、周はここでは明示
していないが、弱い後援会基盤しか持たない議員は「風頼み」せざるをえないため、世論
調査などで党首の人気がないと、党首降ろしにかかる事も示唆する。いずれにしても政権
期待や、選挙勝利の可能性を高める「豪腕」がなければ、政党は分裂化傾向を強めるわけ
である。なお、周は朝日・東大谷口研究室共同調査を引いて、民主党内の政策的分散度合
いは自民党より遙かに大きいとし、民主党の寄り合い所帯性を指摘したが、それは 2012
年末選挙前の民主党分裂騒動に如実に現れたといえよう。 
 第三は、政党を選ぶことで有権者が間接的に選択することになる首相、その候補者たる
党首の問題である。周は小泉後、党首が党員を統制できていないことを指摘し、その原因
に選挙での勝算がないと党員統制の最大の武器、公認権の威力が発揮できないことを挙げ
る。勝算がないと衆院解散が出来ず、党首が不人気だと党員の党首降ろしが始まるわけで
ある。また、周は小泉後、首相主導が発揮できないでいる理由を三つ挙げている。マニフ
ェストが曖昧で政権運営方針が定まらず、政権の求心力が失われていること、首相を支え
る補佐機構が脆弱であること、政治主導を強調しすぎ官僚の知恵と経験を利用できないで
いることである。 
 第四に、周は選択の主体である有権者の動向にも目を配る。長い自民党一党優位の下で、
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有権者は選択の主体というよりは傍観者の立場に甘んじていた。それは一般有権者の党派
性の拒否にもつながり、更にそれは党基盤の脆弱性を生むと同時に、マスコミが流す世論
という曖昧で、時に急上下するものが政治を動かす原因となっている。それが政権に不安
定要因をもたらしているというのである。 
 第五に、制度的要因として参議院の問題を取り上げている。飯尾は参院に自己抑制を求
めたが、現実には「良識の府」ならぬ「政局の府」となって、政権のブレーキとなってい
ると周は多くの例を挙げて指摘した。飯尾の提唱する三点セットの政権選択から、現実は
遠く離れてしまったのである。 
 最後に周は、大山礼子『日本の国会――審議する国会へ』を紹介して、飯尾の議論と比
較検討する。飯尾が理想とする議院内閣制は、内閣・与党が一体となり、首相がリーダー
シップを発揮して公約を実行するウェストミンスター型である。議会はアリーナ型となり、
対立点を明確にすることが重視される。議会で「説得されて意見を変える」ことは、選挙
の意義が薄れるためむしろ否定される。これに対し大山は、国会審議の活性化という視角
から、内閣・与党一体化は必ずしも望ましいことではないと主張する。よりよい法案を練
り上げるために、与党議員が内閣から一定の自律性を保ち、「内閣法案を実質的に審議し、
必要な修正を加える」よう努力するのが「自然な姿」だというのである。両者の違いは、
政策（マニフェスト）の修正について政党と議員とが、どの程度の裁量権を有権者から委
託されたと考えるかの違いだ、と周は主張する。小さいと考えればアリーナ型になり、大
きいと考えれば変換型になるわけである。 
 両者の議論につき周はもう一点、政治教育の対象の違いを指摘している。飯尾は三点セ
ット選択の形での有権者教育を重視し、大山は議会審議・意見表明を通じての議員教育を
重視しているというのである。周は、平の議員が内閣提出法案に賛成票を投ずるだけの役
割しか果たせないのであれば、士気は上がらないとして、大山の方に軍配を上げる。しか
しその場合、党首の党員統制力、すなわち、政策修正をどの範囲まで認めるかとか、有権
者の政党に対する信頼感をどのように醸成するかとか、それとの関係で選挙制度はこのま
まで良いかなどの問題が生ずるが、周はここではそれ以上の議論を展開していない。 
 われわれの当初の予定では、周の問題関心に従って、小泉内閣とその後の政権の権力過
程と政策過程を追い、書評的論説で簡潔に述べた理論的問題関心を広げ、実証していけば
学位論文は完成するというものであった。ところが、その後の日本政治はますます混迷の
度を深めた。第一に、2008 年のリーマン・ショックを機に小泉内閣の新自由主義的諸政策
に対する反動が生じた。年末の「派遣切り」「雇い止め」の結果生じた悲惨な状況（「年
越し派遣村」）は、2002 年「規制改革会議」（議長：宮内義彦オリックス会長）答申に基
づく 2004 年労働者派遣法改正（製造業への派遣解禁など）に起因する、非正規雇用は格差
社会の元凶などの声が高まり、その余波と政権交代の影響を受けて、郵政民営化路線も自
民公明両党を含む超党派の賛成で、政府関与が残る形に修正された。新自由主義的政策の
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「波及」ならぬ是正は、小泉改革が重要な政策転換であったにせよ、継続的に受け入れら
れる政策の革新ではなかったのではないか、という疑いをわれわれに懐かせることになっ
た。作業仮説の枠組みが崩れ始めたのである。 
 第二に、2011 年 3 月の東日本大震災と福島原発事故は、災害復興問題（費用と方法）、
原発存廃とエネルギー政策という、政党を横断する大争点を作り出した。それに加えて、
石原慎太郎都知事（当時）が火を付けた尖閣列島問題が、政権の対応のまずさもあって深
刻な外交問題となった。政党の凝集力はますます弱まり、与野党伯仲の参議院は「政局の
府」となって、混迷がいつ一段落するか全く見通せない事態となったのである。 
 ここに至ってわれわれは、小泉政権とその後の日本政治という周の研究対象を変更する
よう指導せざるを得なくなった。いつ落ち着くか分からないものを、執筆期間の限られた
学位論文の研究対象にするわけにいかないからである。それを受けて周は、小泉政権を始
点としその後の政治、例えば政権交代と新政策を終点とする方針を変え、小泉政権を終点
としそこに至る小泉の政治家としての成長と政策の彫琢を描き出すことにした。 
 本報告書の第一論文と参考論文は小泉政権成立前に関するその成果であり、前者は小泉
を政策の過程に、後者は権力の過程に位置づけたものである。いずれも 2001 年なり 2005
年なりの総理大臣小泉の芽を過去に見いだそうとする手法ではなく、あくまでもその時期
時期の制度と政治状況の中で小泉が行った選択が、政治家小泉を形成していくという考え
方に立っている。なお、後者の「小泉純一郎の政治力の伸張――政権獲得への道筋」を参
考論文としたのは、同名の論文を『人文社会科学研究』25 号（2012 年 9 月）に掲載ずみで
あるためで、それにも拘わらずここに再録したのは、紀要論文に字数制限があり相当重要
な部分まで割愛せざるを得なかったため、その割愛部分を復元したものである。 
 学位論文では、これに小泉政権期の政治過程が続く予定であるが、その一端は 2012 年
12 月の全体研究会で発表された。論文の完成を期待したい。 
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